


































別紙｢ひと・ふれあいセンター｣ 

 

ひと・ふれあいセンター 

施設維持管理業務仕様書 

 

１．消防用設備点検 

業務仕様 

消防法（昭和23年法律第186号）第17条の３の３に基づき、点検及び報告を行う。 

点検の期間は、機器点検は６月に１回、総合点検は１年に１回とする(消防法施行規

則の規定に基づき、消防用設備等又は特殊消防用設備等の種類及び点検内容に応じて

行う点検の期間、点検の方法並びに点検の結果についての報告書の様式を定める件

（平成16年消防庁告示第９号）)。 

点検の基準については、消防庁長官告示（昭和50年消防庁告示第14号）に示されて

いるとおりとする。 

点検日程の調整は、原則として点検の１か月前までに行う。 

点検時に発見した不良、異常、改善箇所等については、報告書に写真を添付のう

え、説明を行うこと。 

    契約期間中に、災害・事故又はその他の原因により消防用設備等に突発的な動作不

良が生じた場合は、昼夜を問わず、直ちに点検・調査及び試験をその都度行い、必要

に応じて応急措置を行ったうえ、修理方法の提案を委託者に行うこと。また、その都

度、調査日時や結果等を記載した「緊急時作業報告書」を提出すること。 

※消火栓ホースの耐圧試験費は別途見積り 

※連結送水管耐圧試験費は別途見積り 

※消防設備不良箇所等の改修工事については別途見積り 

 

２．貯水槽清掃・・・年１回 

対象設備 

受水槽 ＲＣ製 ７．１㎥ × １基 

高架水槽 ＦＲＰ製 ２．７㎥ × １基 

作業内容 

・水槽内の洗浄・消毒 

・Ｆ号ボールタップの作動テスト 

・本体の水漏れ、発錆、腐食、損傷の点検 

・付属機器の損傷の有無及び、作動点検 

・水槽廻りの簡易清掃 

 

３．建築設備定期検査・・・年１回 

対象法令 

建築基準法第12 条第２項及び第４項により、国、都道府県又は建築主事を置く市 

町村の建築物の管理者である国の機関の長等は、当該建築物の敷地および構造等 

について、定期に、一級建築士、特殊建築物等調査資格者等に、損傷、腐食その 



他の劣化の状況の点検が義務づけられています。 

対象設備 

①換気設備（機械換気･空調設備） 

法第28条第２項及び第３項に係る換気設備。 

②排煙設備 

法第35条による排煙設備のうち排煙機を有するもの。 

③非常用照明装置 

法第35条による非常用の照明装置に限る。 

 

４．防火設備定期点検・・・年１回 

建築基準法第12条の防火設備定期検査及び報告 

防火設備定期検査の基準、期間及び結果報告は建築基準法に基づき実施する。 

点検日程の調整は、原則として点検の１か月前までに行う。 

報告書は、原則として点検後１か月以内に提出する。 

点検時に発見した不良、異常、改善箇所等については、報告書に写真を添付のうえ、

説明を行うこと。 

契約期間中に、災害・事故又はその他の原因により防火設備に突発的な動作不良が生

じた場合は、昼夜を問わず、直ちに点検・調査及び試験をその都度行い、必要に応じて

応急措置を行ったうえ、修理方法の提案を委託者に行うこと。また、その都度、調査日

時や結果等を記載した「緊急時作業報告書」を提出すること。 

① 防火扉 

② 防火シャッター 

③ 耐火クロススクリーン 

④ドレンチャー 

 

以上 



別紙｢貝塚市認定こども園等５施設｣ 

 

貝塚市認定こども園等５施設 

施設維持管理業務仕様書 

 

対象施設 

①木島認定こども園      貝塚市三ツ松２９２０ 

②葛城認定こども園      貝塚市木積６０６ 

③三ツ松認定こども園     貝塚市三ツ松２２０３－１ 

④津田認定こども園      貝塚市津田南町１０－１ 

⑤すくすく子ども館      貝塚市名越１０８ 

 

１．消防用設備点検 

業務仕様 

消防法（昭和23年法律第186号）第17条の３の３に基づき、点検及び報告を行う。 

点検の期間は、機器点検は６月に１回、総合点検は１年に１回とする(消防法施行規

則の規定に基づき、消防用設備等又は特殊消防用設備等の種類及び点検内容に応じて

行う点検の期間、点検の方法並びに点検の結果についての報告書の様式を定める件

（平成16年消防庁告示第９号）)。 

点検の基準については、消防庁長官告示（昭和50年消防庁告示第14号）に示されて

いるとおりとする。 

点検日程の調整は、原則として点検の１か月前までに行う。 

点検時に発見した不良、異常、改善箇所等については、報告書に写真を添付のう

え、説明を行うこと。 

    契約期間中に、災害・事故又はその他の原因により消防用設備等に突発的な動作不

良が生じた場合は、昼夜を問わず、直ちに点検・調査及び試験をその都度行い、必要

に応じて応急措置を行ったうえ、修理方法の提案を委託者に行うこと。また、その都

度、調査日時や結果等を記載した「緊急時作業報告書」を提出すること。 

※消火栓ホースの耐圧試験費は別途見積り 

※連結送水管耐圧試験費は別途見積り 

※消防設備不良箇所等の改修工事については別途見積り 

 

以上 



別紙｢やすらぎ老人福祉センター｣ 

 

やすらぎ老人福祉センター 

施設維持管理業務仕様書 

 

１．消防用設備点検 

業務仕様 

消防法（昭和23年法律第186号）第17条の３の３に基づき、点検及び報告を行う。 

点検の期間は、機器点検は６月に１回、総合点検は１年に１回とする(消防法施行規

則の規定に基づき、消防用設備等又は特殊消防用設備等の種類及び点検内容に応じて

行う点検の期間、点検の方法並びに点検の結果についての報告書の様式を定める件

（平成16年消防庁告示第９号）)。 

点検の基準については、消防庁長官告示（昭和50年消防庁告示第14号）に示されて

いるとおりとする。 

点検日程の調整は、原則として点検の１か月前までに行う。 

点検時に発見した不良、異常、改善箇所等については、報告書に写真を添付のう

え、説明を行うこと。 

    契約期間中に、災害・事故又はその他の原因により消防用設備等に突発的な動作不

良が生じた場合は、昼夜を問わず、直ちに点検・調査及び試験をその都度行い、必要

に応じて応急措置を行ったうえ、修理方法の提案を委託者に行うこと。また、その都

度、調査日時や結果等を記載した「緊急時作業報告書」を提出すること。 

※消火栓ホースの耐圧試験費は別途見積り 

※連結送水管耐圧試験費は別途見積り 

※消防設備不良箇所等の改修工事については別途見積り 

 

以上 



別紙｢浜手地区公民館｣ 

 

浜手地区公民館 

施設維持管理業務仕様書 

１．消防用設備点検 

業務仕様 

消防法（昭和23年法律第186号）第17条の３の３に基づき、点検及び報告を行う。 

点検の期間は、機器点検は６月に１回、総合点検は１年に１回とする(消防法施行規

則の規定に基づき、消防用設備等又は特殊消防用設備等の種類及び点検内容に応じて

行う点検の期間、点検の方法並びに点検の結果についての報告書の様式を定める件

（平成16年消防庁告示第９号）)。 

点検の基準については、消防庁長官告示（昭和50年消防庁告示第14号）に示されて

いるとおりとする。 

点検日程の調整は、原則として点検の１か月前までに行う。 

点検時に発見した不良、異常、改善箇所等については、報告書に写真を添付のう

え、説明を行うこと。 

    契約期間中に、災害・事故又はその他の原因により消防用設備等に突発的な動作不

良が生じた場合は、昼夜を問わず、直ちに点検・調査及び試験をその都度行い、必要

に応じて応急措置を行ったうえ、修理方法の提案を委託者に行うこと。また、その都

度、調査日時や結果等を記載した「緊急時作業報告書」を提出すること。 

※消火栓ホースの耐圧試験費は別途見積り 

※連結送水管耐圧試験費は別途見積り 

※消防設備不良箇所等の改修工事については別途見積り 

 

２．貯水槽清掃・・・年１回 

対象設備 

①受水槽 ８．０㎥ （有効５．４㎡）× １基 

作業内容 

・水槽内の洗浄・消毒 

・Ｆ号ボールタップの作動テスト 

・本体の水漏れ、発錆、腐食、損傷の点検 

・付属機器の損傷の有無及び、作動点検 

・水槽廻りの簡易清掃 

 

３．自動ドア保守点検・・・年２回（６ヶ月ごとに１回） 

対象設備 

ナブコドア製 ＤＳＮ―７５Ｄ ×１台 

ナブコドア製 ＤＳＮ―１５０Ｄ ×１台 

業務仕様 

①保守対象機械の範囲は次の通り。 

（1）駆動装置 （2）制御装置 （3）起動装置 （4）懸架装置 



②故障時に乙は技術員を速やかに派遣し、修理を行う。 

③定期点検時及び故障時の交換部品、分解修理は有償とする。 

④次の場合は有償となる。 

（1）甲の都合により行う工事又は改装等の為、設備の移設あるいは改修を行う時。 

（2）甲の依頼により契約対象外の機器を点検･修理･調整を実施した時。 

（3）甲又は第三者の不注意又は故意に機器を破損した時、又は機能を損ねた時の 

修理･調整。 

（4）甲以外の第三者が点検･調整･修理を行った後の修理･調整。 

⑤保守作業に必要な工具、油脂、ウエス、ビス、ボルト、ナット等は乙の負担とす 

る。 

⑥甲は管理担当を定め、常に安定した機能を発揮出来る様に心掛け、下レールの掃 

除、起動スイッチ、検知エリア、ドア開閉エリアに障害物を置かない様に注意す 

る。 

⑦修理の場合の出動費は別途協議とする。 

⑧定期点検の内容 

（1）駆動装置 

・ギヤーボックス    目視確認（異音、過熱、損傷のチェック）及び調整 

・モーター       目視確認（異音、過熱、損傷のチェック）及び調整 

・駆動、ガイドプーリー 目視確認（摩耗、損傷のチェック）及び調整 

・駆動、Ｖベルト    目視確認（摩耗、損傷のチェック）及び調整 

・クラッチ       目視確認（摩耗、損傷のチェック）及び調整 

（2）制御装置 

・本体         目視確認（損傷、異常過熱、接続コード等の損傷、 

接続コネクターのチェック） 

（3）起動、補助光電スイッチ 

・本体         目視点検（損傷のチェック）及び調整、検知エリア及 

び起動・安全信号の発信確認 

（4）扉、懸架装置 

・吊りレール      目視点検（損傷のチェック）及び取付けボルト等の増 

し締め及び調整 

・ハンガー       目視確認（損傷の有無、戸車転動面の摩耗、戸車フ 

ランジの摩耗チェック）及び転動時の円滑性の確認 

及び調整 

 

以上 



別紙｢山手地区公民館｣ 

 

山手地区公民館 

施設維持管理業務仕様書 

１．消防用設備点検 

業務仕様 

消防法（昭和23年法律第186号）第17条の３の３に基づき、点検及び報告を行う。 

点検の期間は、機器点検は６月に１回、総合点検は１年に１回とする(消防法施行規

則の規定に基づき、消防用設備等又は特殊消防用設備等の種類及び点検内容に応じて

行う点検の期間、点検の方法並びに点検の結果についての報告書の様式を定める件

（平成16年消防庁告示第９号）)。 

点検の基準については、消防庁長官告示（昭和50年消防庁告示第14号）に示されて

いるとおりとする。 

点検日程の調整は、原則として点検の１か月前までに行う。 

点検時に発見した不良、異常、改善箇所等については、報告書に写真を添付のう

え、説明を行うこと。 

    契約期間中に、災害・事故又はその他の原因により消防用設備等に突発的な動作不

良が生じた場合は、昼夜を問わず、直ちに点検・調査及び試験をその都度行い、必要

に応じて応急措置を行ったうえ、修理方法の提案を委託者に行うこと。また、その都

度、調査日時や結果等を記載した「緊急時作業報告書」を提出すること。 

※消火栓ホースの耐圧試験費は別途見積り 

※連結送水管耐圧試験費は別途見積り 

※消防設備不良箇所等の改修工事については別途見積り 

 

２．貯水槽清掃・・・年１回 

対象設備 

①受水槽 ２０ｔ × １基 

作業内容 

・水槽内の洗浄・消毒 

・Ｆ号ボールタップの作動テスト 

・本体の水漏れ、発錆、腐食、損傷の点検 

・付属機器の損傷の有無及び、作動点検 

・水槽廻りの簡易清掃 

 

３．防火対象物点検・・・年１回 

業務仕様 

①消防法第８条の２の２に基づき点検を行い、消防署への報告が必要。 

②防火管理者を選任しているか。 

③消火、通報、避難訓練を実施しているか。 

④避難階段に避難の障害となる物が置かれていないか。 

⑤防火戸の閉鎖に障害となる物が置かれていないか。 



⑥カーテン等の防炎対象物品に防炎性能を有する旨の表示が付けられているか。 

⑦消防法令の基準による消防用設備等を設置し、点検されているか。 

 

４．自動ドア保守点検・・・年２回（６ヶ月ごとに１回） 

対象設備 

ナブコドア製 ＤＳ―２１Ｄ ×２台 

業務仕様 

①保守対象機械の範囲は次の通り。 

（1）駆動装置 （2）制御装置 （3）起動装置 （4）懸架装置 

②故障時に乙は技術員を速やかに派遣し、修理を行う。 

③定期点検時及び故障時の交換部品、分解修理は有償とする。 

④次の場合は有償となる。 

（1）甲の都合により行う工事又は改装等の為、設備の移設あるいは改修を行う時。 

（2）甲の依頼により契約対象外の機器を点検･修理･調整を実施した時。 

（3）甲又は第三者の不注意又は故意に機器を破損した時、又は機能を損ねた時の 

修理･調整。 

（4）甲以外の第三者が点検･調整･修理を行った後の修理･調整。 

⑤保守作業に必要な工具、油脂、ウエス、ビス、ボルト、ナット等は乙の負担とす 

る。 

⑥甲は管理担当を定め、常に安定した機能を発揮出来る様に心掛け、下レールの掃 

除、起動スイッチ、検知エリア、ドア開閉エリアに障害物を置かない様に注意す 

る。 

⑦修理の場合の出動費は別途協議とする。 

⑧定期点検の内容 

（1）駆動装置 

・ギヤーボックス    目視確認（異音、過熱、損傷のチェック）及び調整 

・モーター       目視確認（異音、過熱、損傷のチェック）及び調整 

・駆動、ガイドプーリー 目視確認（摩耗、損傷のチェック）及び調整 

・駆動、Ｖベルト    目視確認（摩耗、損傷のチェック）及び調整 

・クラッチ       目視確認（摩耗、損傷のチェック）及び調整 

（2）制御装置 

・本体         目視確認（損傷、異常過熱、接続コード等の損傷、 

接続コネクターのチェック） 

（3）起動、補助光電スイッチ 

・本体         目視点検（損傷のチェック）及び調整、検知エリア及 

び起動・安全信号の発信確認 

（4）扉、懸架装置 

・吊りレール      目視点検（損傷のチェック）及び取付けボルト等の増 

し締め及び調整 

・ハンガー       目視確認(損傷の有無、戸車転動面の摩耗、戸車フ 

ランジの摩耗チェック)及び転動時の円滑性の確認 



及び調整 

 

５．防火設備定期点検・・・年１回 

建築基準法第12条の防火設備定期検査及び報告 

防火設備定期検査の基準、期間及び結果報告は建築基準法に基づき実施する。 

点検日程の調整は、原則として点検の１か月前までに行う。 

報告書は、原則として点検後１か月以内に提出する。 

点検時に発見した不良、異常、改善箇所等については、報告書に写真を添付のうえ、

説明を行うこと。 

契約期間中に、災害・事故又はその他の原因により防火設備に突発的な動作不良が生

じた場合は、昼夜を問わず、直ちに点検・調査及び試験をその都度行い、必要に応じて

応急措置を行ったうえ、修理方法の提案を委託者に行うこと。また、その都度、調査日

時や結果等を記載した「緊急時作業報告書」を提出すること。 

対象設備 

① 防火扉 

② 防火シャッター 

③ 耐火クロススクリーン 

④ドレンチャー 

 

 

以上 



別紙｢善兵衛ランド｣ 

 

善兵衛ランド 

施設維持管理業務仕様書 

１．消防用設備点検 

業務仕様 

消防法（昭和23年法律第186号）第17条の３の３に基づき、点検及び報告を行う。 

点検の期間は、機器点検は６月に１回、総合点検は１年に１回とする(消防法施行規

則の規定に基づき、消防用設備等又は特殊消防用設備等の種類及び点検内容に応じて

行う点検の期間、点検の方法並びに点検の結果についての報告書の様式を定める件

（平成16年消防庁告示第９号）)。 

点検の基準については、消防庁長官告示（昭和50年消防庁告示第14号）に示されて

いるとおりとする。 

点検日程の調整は、原則として点検の１か月前までに行う。 

点検時に発見した不良、異常、改善箇所等については、報告書に写真を添付のう

え、説明を行うこと。 

    契約期間中に、災害・事故又はその他の原因により消防用設備等に突発的な動作不

良が生じた場合は、昼夜を問わず、直ちに点検・調査及び試験をその都度行い、必要

に応じて応急措置を行ったうえ、修理方法の提案を委託者に行うこと。また、その都

度、調査日時や結果等を記載した「緊急時作業報告書」を提出すること。 

※消火栓ホースの耐圧試験費は別途見積り 

※連結送水管耐圧試験費は別途見積り 

※消防設備不良箇所等の改修工事については別途見積り 

 

２．自動ドア保守点検・・・年２回（６ヶ月ごとに１回） 

対象設備 

寺岡オート・ドアシステム製 ＳＯＶ－１５０Ｋ ×２台 

業務仕様 

①保守対象機械の範囲は次の通り。 

（1）駆動装置 （2）制御装置 （3）起動装置 （4）懸架装置 

②故障時に乙は技術員を速やかに派遣し、修理を行う。 

③定期点検時及び故障時の交換部品、分解修理は有償とする。 

④次の場合は有償となる。 

（1）甲の都合により行う工事又は改装等の為、設備の移設あるいは改修を行う時。 

（2）甲の依頼により契約対象外の機器を点検･修理･調整を実施した時。 

（3）甲又は第三者の不注意又は故意に機器を破損した時、又は機能を損ねた時の 

修理･調整。 

（4）甲以外の第三者が点検･調整･修理を行った後の修理･調整。 

⑤保守作業に必要な工具、油脂、ウエス、ビス、ボルト、ナット等は乙の負担とす 

る。 

⑥甲は管理担当を定め、常に安定した機能を発揮出来る様に心掛け、下レールの掃 



除、起動スイッチ、検知エリア、ドア開閉エリアに障害物を置かない様に注意す 

る。 

⑦修理の場合の出動費は別途協議とする。 

⑧定期点検の内容 

（1）駆動装置 

・ギヤーボックス    目視確認（異音、過熱、損傷のチェック）及び調整 

・モーター       目視確認（異音、過熱、損傷のチェック）及び調整 

・駆動、ガイドプーリー 目視確認（摩耗、損傷のチェック）及び調整 

・駆動、Ｖベルト    目視確認（摩耗、損傷のチェック）及び調整 

・クラッチ       目視確認（摩耗、損傷のチェック）及び調整 

（2）制御装置 

・本体         目視確認（損傷、異常過熱、接続コード等の損傷、 

接続コネクターのチェック） 

（3)起動、補助光電スイッチ 

・本体         目視点検（損傷のチェック）及び調整、検知エリア及 

び起動・安全信号の発信確認 

（4）扉、懸架装置 

・吊りレール      目視点検（損傷のチェック）及び取付けボルト等の増 

し締め及び調整 

・ハンガー       目視確認（損傷の有無、戸車転動面の摩耗、戸車フ 

ランジの摩耗チェック）及び転動時の円滑性の確認 

及び調整 

 

３．電気設備保守点検 

電気設備の技術基準を維持する。 

対象設備 

受電容量 １５０ＫＶＡ 

業務内容 

①月次点検・・・年６回（隔月） 

・電気工作物運転中の電気設備個々の機器本体及び配線などについて、温度測定・ 

目視・触手等を原則とした五感による外観点検を行う。 

なお、漏電監視装置を設置し、点検の無い月においても、常時監視センターにて漏 

電の有無の状況監視を行う。 

②年次点検・・・保安規程に基づく周期 

・電力会社と自家用電気工作物との責任分界となる開閉器を開放して電気設備を停 

止し、目視による外観点検と、触手などの五感による観察点検及び測定器具を用 

いての絶縁抵抗試験、接地抵抗試験、その他の機能試験を実施する。 

③臨時点検・・・随時 

・事故発生時の指導、事故原因調査の協力、再発防止処置の指導、電気関係報告規則 

に基づく電気事故報告書の作成指導及び手続指導。 

・事故及び異常発生時の点検対応 



・季節的条件に対処するための点検（梅雨期、雷の多発期、台風期） 

④受変電機器周辺清掃・・・年次点検実施時 

⑤工事に伴う点検・申請手続き等（別途費用） 

 

以上 



別紙｢自然遊学館｣ 

 

自然遊学館 

施設維持管理業務仕様書 

 

１．消防用設備点検 

業務仕様 

消防法（昭和23年法律第186号）第17条の３の３に基づき、点検及び報告を行う。 

点検の期間は、機器点検は６月に１回、総合点検は１年に１回とする(消防法施行規

則の規定に基づき、消防用設備等又は特殊消防用設備等の種類及び点検内容に応じて

行う点検の期間、点検の方法並びに点検の結果についての報告書の様式を定める件

（平成16年消防庁告示第９号）)。 

点検の基準については、消防庁長官告示（昭和50年消防庁告示第14号）に示されて

いるとおりとする。 

点検日程の調整は、原則として点検の１か月前までに行う。 

点検時に発見した不良、異常、改善箇所等については、報告書に写真を添付のう

え、説明を行うこと。 

    契約期間中に、災害・事故又はその他の原因により消防用設備等に突発的な動作不

良が生じた場合は、昼夜を問わず、直ちに点検・調査及び試験をその都度行い、必要

に応じて応急措置を行ったうえ、修理方法の提案を委託者に行うこと。また、その都

度、調査日時や結果等を記載した「緊急時作業報告書」を提出すること。 

※消火栓ホースの耐圧試験費は別途見積り 

※連結送水管耐圧試験費は別途見積り 

※消防設備不良箇所等の改修工事については別途見積り 

 

以上 



別紙｢青少年人権教育交流館｣ 

 

青少年人権教育交流館 

施設維持管理業務仕様書 

 

１．消防用設備点検 

業務仕様 

消防法（昭和23年法律第186号）第17条の３の３に基づき、点検及び報告を行う。 

点検の期間は、機器点検は６月に１回、総合点検は１年に１回とする(消防法施行規

則の規定に基づき、消防用設備等又は特殊消防用設備等の種類及び点検内容に応じて

行う点検の期間、点検の方法並びに点検の結果についての報告書の様式を定める件

（平成16年消防庁告示第９号）)。 

点検の基準については、消防庁長官告示（昭和50年消防庁告示第14号）に示されて

いるとおりとする。 

点検日程の調整は、原則として点検の１か月前までに行う。 

点検時に発見した不良、異常、改善箇所等については、報告書に写真を添付のう

え、説明を行うこと。 

    契約期間中に、災害・事故又はその他の原因により消防用設備等に突発的な動作不

良が生じた場合は、昼夜を問わず、直ちに点検・調査及び試験をその都度行い、必要

に応じて応急措置を行ったうえ、修理方法の提案を委託者に行うこと。また、その都

度、調査日時や結果等を記載した「緊急時作業報告書」を提出すること。 

※消火栓ホースの耐圧試験費は別途見積り 

※連結送水管耐圧試験費は別途見積り 

※消防設備不良箇所等の改修工事については別途見積り 

 

２．貯水槽清掃・・・年１回 

対象設備 

①受水槽 ＲＣ製 ３５．３㎥（有効 １５．７㎥） × １基 

②高架水槽 ＦＲＰ製 ７．２㎥（有効 ４．５㎥） × １基 

作業内容 

・水槽内の洗浄・消毒 

・Ｆ号ボールタップの作動テスト 

・本体の水漏れ、発錆、腐食、損傷の点検 

・付属機器の損傷の有無及び、作動点検 

・水槽廻りの簡易清掃 

 

３．防火設備定期点検・・・年１回 

建築基準法第12条の防火設備定期検査及び報告 

防火設備定期検査の基準、期間及び結果報告は建築基準法に基づき実施する。 

点検日程の調整は、原則として点検の１か月前までに行う。 

報告書は、原則として点検後１か月以内に提出する。 



点検時に発見した不良、異常、改善箇所等については、報告書に写真を添付のうえ、

説明を行うこと。 

契約期間中に、災害・事故又はその他の原因により防火設備に突発的な動作不良が生

じた場合は、昼夜を問わず、直ちに点検・調査及び試験をその都度行い、必要に応じて

応急措置を行ったうえ、修理方法の提案を委託者に行うこと。また、その都度、調査日

時や結果等を記載した「緊急時作業報告書」を提出すること。 

対象設備 

① 防火扉 

② 防火シャッター 

③ 耐火クロススクリーン 

④ドレンチャー 

 

以上 



別紙｢消防本部本署｣ 

 

消防本部 本署 

施設維持管理業務仕様書 

 

１．消防用設備点検 

業務仕様 

消防法（昭和23年法律第186号）第17条の３の３に基づき、点検及び報告を行う。 

点検の期間は、機器点検は６月に１回、総合点検は１年に１回とする(消防法施行規

則の規定に基づき、消防用設備等又は特殊消防用設備等の種類及び点検内容に応じて

行う点検の期間、点検の方法並びに点検の結果についての報告書の様式を定める件

（平成16年消防庁告示第９号）)。 

点検の基準については、消防庁長官告示（昭和50年消防庁告示第14号）に示されて

いるとおりとする。 

点検日程の調整は、原則として点検の１か月前までに行う。 

点検時に発見した不良、異常、改善箇所等については、報告書に写真を添付のう

え、説明を行うこと。 

    契約期間中に、災害・事故又はその他の原因により消防用設備等に突発的な動作不

良が生じた場合は、昼夜を問わず、直ちに点検・調査及び試験をその都度行い、必要

に応じて応急措置を行ったうえ、修理方法の提案を委託者に行うこと。また、その都

度、調査日時や結果等を記載した「緊急時作業報告書」を提出すること。 

※消火栓ホースの耐圧試験費は別途見積り 

※連結送水管耐圧試験費は別途見積り 

※消防設備不良箇所等の改修工事については別途見積り 

 

２．貯水槽清掃・・・年１回 

対象設備 

①受水槽 ８ｔ（有効 ７ｔ） × １基（２槽式） 

作業内容 

・水槽内の洗浄・消毒 

・Ｆ号ボールタップの作動テスト 

・本体の水漏れ、発錆、腐食、損傷の点検 

・付属機器の損傷の有無及び、作動点検 

・水槽廻りの簡易清掃 

 

以上 



別紙｢消防本部水間出張所｣ 

 

消防本部 水間出張所 

施設維持管理業務仕様書 

 

１．消防用設備点検 

業務仕様 

消防法（昭和23年法律第186号）第17条の３の３に基づき、点検及び報告を行う。 

点検の期間は、機器点検は６月に１回、総合点検は１年に１回とする(消防法施行規

則の規定に基づき、消防用設備等又は特殊消防用設備等の種類及び点検内容に応じて

行う点検の期間、点検の方法並びに点検の結果についての報告書の様式を定める件

（平成16年消防庁告示第９号）)。 

点検の基準については、消防庁長官告示（昭和50年消防庁告示第14号）に示されて

いるとおりとする。 

点検日程の調整は、原則として点検の１か月前までに行う。 

点検時に発見した不良、異常、改善箇所等については、報告書に写真を添付のう

え、説明を行うこと。 

    契約期間中に、災害・事故又はその他の原因により消防用設備等に突発的な動作不

良が生じた場合は、昼夜を問わず、直ちに点検・調査及び試験をその都度行い、必要

に応じて応急措置を行ったうえ、修理方法の提案を委託者に行うこと。また、その都

度、調査日時や結果等を記載した「緊急時作業報告書」を提出すること。 

※消火栓ホースの耐圧試験費は別途見積り 

※連結送水管耐圧試験費は別途見積り 

※消防設備不良箇所等の改修工事については別途見積り 

 

２．貯水槽清掃・・・年１回 

対象設備 

①受水槽 ０．８ｔ（有効 ０．５４ｔ） × １基（１槽式） 

作業内容 

・水槽内の洗浄・消毒 

・Ｆ号ボールタップの作動テスト 

・本体の水漏れ、発錆、腐食、損傷の点検 

・付属機器の損傷の有無及び、作動点検 

・水槽廻りの簡易清掃 

 

以上 



別紙｢消防本部二色出張所｣ 

 

消防本部 二色出張所 

施設維持管理業務仕様書 

 

１．消防用設備点検 

業務仕様 

消防法（昭和23年法律第186号）第17条の３の３に基づき、点検及び報告を行う。 

点検の期間は、機器点検は６月に１回、総合点検は１年に１回とする(消防法施行規

則の規定に基づき、消防用設備等又は特殊消防用設備等の種類及び点検内容に応じて

行う点検の期間、点検の方法並びに点検の結果についての報告書の様式を定める件

（平成16年消防庁告示第９号）)。 

点検の基準については、消防庁長官告示（昭和50年消防庁告示第14号）に示されて

いるとおりとする。 

点検日程の調整は、原則として点検の１か月前までに行う。 

点検時に発見した不良、異常、改善箇所等については、報告書に写真を添付のう

え、説明を行うこと。 

    契約期間中に、災害・事故又はその他の原因により消防用設備等に突発的な動作不

良が生じた場合は、昼夜を問わず、直ちに点検・調査及び試験をその都度行い、必要

に応じて応急措置を行ったうえ、修理方法の提案を委託者に行うこと。また、その都

度、調査日時や結果等を記載した「緊急時作業報告書」を提出すること。 

※消火栓ホースの耐圧試験費は別途見積り 

※連結送水管耐圧試験費は別途見積り 

※消防設備不良箇所等の改修工事については別途見積り 

 

以上 



別紙｢第２分団器具庫｣ 

 

第２分団器具庫 

施設維持管理業務仕様書 

 

１．消防用設備点検 

業務仕様 

消防法（昭和23年法律第186号）第17条の３の３に基づき、点検及び報告を行う。 

点検の期間は、機器点検は６月に１回、総合点検は１年に１回とする(消防法施行規

則の規定に基づき、消防用設備等又は特殊消防用設備等の種類及び点検内容に応じて

行う点検の期間、点検の方法並びに点検の結果についての報告書の様式を定める件

（平成16年消防庁告示第９号）)。 

点検の基準については、消防庁長官告示（昭和50年消防庁告示第14号）に示されて

いるとおりとする。 

点検日程の調整は、原則として点検の１か月前までに行う。 

点検時に発見した不良、異常、改善箇所等については、報告書に写真を添付のう

え、説明を行うこと。 

    契約期間中に、災害・事故又はその他の原因により消防用設備等に突発的な動作不

良が生じた場合は、昼夜を問わず、直ちに点検・調査及び試験をその都度行い、必要

に応じて応急措置を行ったうえ、修理方法の提案を委託者に行うこと。また、その都

度、調査日時や結果等を記載した「緊急時作業報告書」を提出すること。 

※消火栓ホースの耐圧試験費は別途見積り 

※連結送水管耐圧試験費は別途見積り 

※消防設備不良箇所等の改修工事については別途見積り 

 

以上 



別紙｢貝塚市小学校７施設｣ 

 

貝塚市小学校７施設 

施設維持管理業務仕様書 

 

対象施設 

①東小学校 貝塚市小瀬１－２５－５ 

②津田小学校 貝塚市津田南町１－１ 

③木島小学校 貝塚市三ツ松１０４８ 

④葛城小学校 貝塚市木積２０３２ 

⑤中央小学校 貝塚市麻生中８５４ 

⑥永寿小学校 貝塚市三ツ松２０２０ 

⑦二色学園 貝塚市二色１－３－１ 

※西小学校・南小学校・北小学校・東山小学校に関しては、業務内容が異なるため、別仕

様書となる。 

 

１．消防用設備点検 

業務仕様 

消防法（昭和23年法律第186号）第17条の３の３に基づき、点検及び報告を行う。 

点検の期間は、機器点検は６月に１回、総合点検は１年に１回とする(消防法施行規

則の規定に基づき、消防用設備等又は特殊消防用設備等の種類及び点検内容に応じて

行う点検の期間、点検の方法並びに点検の結果についての報告書の様式を定める件

（平成16年消防庁告示第９号）)。 

点検の基準については、消防庁長官告示（昭和50年消防庁告示第14号）に示されて

いるとおりとする。 

点検日程の調整は、原則として点検の１か月前までに行う。 

点検時に発見した不良、異常、改善箇所等については、報告書に写真を添付のう

え、説明を行うこと。 

    契約期間中に、災害・事故又はその他の原因により消防用設備等に突発的な動作不

良が生じた場合は、昼夜を問わず、直ちに点検・調査及び試験をその都度行い、必要

に応じて応急措置を行ったうえ、修理方法の提案を委託者に行うこと。また、その都

度、調査日時や結果等を記載した「緊急時作業報告書」を提出すること。 

※消火栓ホースの耐圧試験費は別途見積り 

※連結送水管耐圧試験費は別途見積り 

※消防設備不良箇所等の改修工事については別途見積り 

 

２．電気設備保守点検 

電気設備の技術基準を維持する。 

対象設備 

①東小学校 受電容量 １５０ＫＶＡ 

②津田小学校 受電容量 １２５ＫＶＡ 



③木島小学校 受電容量 １２５ＫＶＡ 

④葛城小学校 受電容量 １２５ＫＶＡ 

⑤中央小学校 受電容量 １７５ＫＶＡ 

⑥永寿小学校 受電容量 １７５ＫＶＡ 

⑦二色学園  受電容量 １５０ＫＶＡ 

 

業務内容 

①月次点検・・・年６回（隔月） 

・電気工作物運転中の電気設備個々の機器本体及び配線などについて、温度測定・ 

目視・触手等を原則とした五感による外観点検を行う。 

なお、漏電監視装置を設置し、点検の無い月においても、常時監視センターにて漏 

電の有無の状況監視を行う。 

②年次点検・・・保安規程に基づく周期 

・電力会社と自家用電気工作物との責任分界となる開閉器を開放して電気設備を停 

止し、目視による外観点検と、触手などの五感による観察点検及び測定器具を用 

いての絶縁抵抗試験、接地抵抗試験、その他の機能試験を実施する。 

③臨時点検・・・随時 

・事故発生時の指導、事故原因調査の協力、再発防止処置の指導、電気関係報告規則 

に基づく電気事故報告書の作成指導及び手続指導。 

・事故及び異常発生時の点検対応 

・季節的条件に対処するための点検（梅雨期、雷の多発期、台風期） 

④受変電機器周辺清掃・・・年次点検実施時 

⑤工事に伴う点検・申請手続き等（別途費用） 

 

３．防火設備定期点検・・・年１回 

建築基準法第12条の防火設備定期検査及び報告 

防火設備定期検査の基準、期間及び結果報告は建築基準法に基づき実施する。 

点検日程の調整は、原則として点検の１か月前までに行う。 

報告書は、原則として点検後１か月以内に提出する。 

点検時に発見した不良、異常、改善箇所等については、報告書に写真を添付のうえ、

説明を行うこと。 

契約期間中に、災害・事故又はその他の原因により防火設備に突発的な動作不良が生

じた場合は、昼夜を問わず、直ちに点検・調査及び試験をその都度行い、必要に応じて

応急措置を行ったうえ、修理方法の提案を委託者に行うこと。また、その都度、調査日

時や結果等を記載した「緊急時作業報告書」を提出すること。 

 

対象設備 

① 防火扉 

② 防火シャッター 

③ 耐火クロススクリーン 

④ドレンチャー                             以上 



別紙｢貝塚市小学校４施設｣ 

 

貝塚市小学校４施設 

施設維持管理業務仕様書 

 

対象施設 

  ①西小学校 貝塚市脇浜４－６－１ 

②南小学校 貝塚市地藏堂２８６ 

③北小学校 貝塚市北４４１ 

④東山小学校 貝塚市東山５－１１－１ 

 

１．消防用設備点検 

業務仕様 

消防法（昭和23年法律第186号）第17条の３の３に基づき、点検及び報告を行う。 

点検の期間は、機器点検は６月に１回、総合点検は１年に１回とする(消防法施行規

則の規定に基づき、消防用設備等又は特殊消防用設備等の種類及び点検内容に応じて

行う点検の期間、点検の方法並びに点検の結果についての報告書の様式を定める件

（平成16年消防庁告示第９号）)。 

点検の基準については、消防庁長官告示（昭和50年消防庁告示第14号）に示されて

いるとおりとする。 

点検日程の調整は、原則として点検の１か月前までに行う。 

点検時に発見した不良、異常、改善箇所等については、報告書に写真を添付のう

え、説明を行うこと。 

    契約期間中に、災害・事故又はその他の原因により消防用設備等に突発的な動作不

良が生じた場合は、昼夜を問わず、直ちに点検・調査及び試験をその都度行い、必要

に応じて応急措置を行ったうえ、修理方法の提案を委託者に行うこと。また、その都

度、調査日時や結果等を記載した「緊急時作業報告書」を提出すること。 

※消火栓ホースの耐圧試験費は別途見積り 

※連結送水管耐圧試験費は別途見積り 

※消防設備不良箇所等の改修工事については別途見積り 

 

２．電気設備保守点検 

電気設備の技術基準を維持する。 

対象設備 

①西小学校 受電容量 １２５ＫＶＡ 

②南小学校 受電容量 ２００ＫＶＡ 

③北小学校 受電容量 ２５０ＫＶＡ 

④東山小学校 受電容量 ３００ＫＶＡ 

 

業務内容 

①月次点検・・・年６回（隔月） 



・電気工作物運転中の電気設備個々の機器本体及び配線などについて、温度測定・ 

目視・触手等を原則とした五感による外観点検を行う。 

なお、漏電監視装置を設置し、点検の無い月においても、常時監視センターにて漏 

電の有無の状況監視を行う。 

②年次点検・・・保安規程に基づく周期 

・電力会社と自家用電気工作物との責任分界となる開閉器を開放して電気設備を停 

止し、目視による外観点検と、触手などの五感による観察点検及び測定器具を用 

いての絶縁抵抗試験、接地抵抗試験、その他の機能試験を実施する。 

③臨時点検・・・随時 

・事故発生時の指導、事故原因調査の協力、再発防止処置の指導、電気関係報告規則 

に基づく電気事故報告書の作成指導及び手続指導。 

・事故及び異常発生時の点検対応 

・季節的条件に対処するための点検（梅雨期、雷の多発期、台風期） 

④受変電機器周辺清掃・・・年次点検実施時 

⑤工事に伴う点検・申請手続き等（別途費用） 

 

３．エレベーター保守点検・・・年１２回（月１回） 

対象設備 

 ①西小学校  フジテック製 ７５０Ｋｇ ×１基 

②南小学校  三菱製    ７５０Ｋｇ ×１基 

③北小学校  東芝製    ７５０Ｋｇ ×１基 

④東山小学校 フジテック製 ９００Ｋｇ ×１基 

 

業務仕様 

別添「貝塚市立西小学校昇降機保守業務仕様書」、別添「貝塚市立南小学校昇降機保

守業務仕様書」、別添「貝塚市立北小学校昇降機保守業務仕様書」、別添「貝塚市立東

山小学校昇降機保守業務仕様書」のとおりとする。 

 

４．防火設備定期点検・・・年１回 

建築基準法第12条の防火設備定期検査及び報告 

防火設備定期検査の基準、期間及び結果報告は建築基準法に基づき実施する。 

点検日程の調整は、原則として点検の１か月前までに行う。 

報告書は、原則として点検後１か月以内に提出する。 

点検時に発見した不良、異常、改善箇所等については、報告書に写真を添付のうえ、

説明を行うこと。 

契約期間中に、災害・事故又はその他の原因により防火設備に突発的な動作不良が生

じた場合は、昼夜を問わず、直ちに点検・調査及び試験をその都度行い、必要に応じて

応急措置を行ったうえ、修理方法の提案を委託者に行うこと。また、その都度、調査日

時や結果等を記載した「緊急時作業報告書」を提出すること。 

対象設備 

① 防火扉 



② 防火シャッター 

③ 耐火クロススクリーン 

④ドレンチャー 

 

以上 



貝塚市立西小学校昇降機保守業務仕様書  

昇降機等（エレベータ、エスカレータ、動く歩道、自動扉、バイコレーター等）の正常かつ良好 

な運転状態を保つため計画的に技術者又は監督技術者を派遣し、下記事項を行います。  

  

記  

１ 点検  

（１） 定期的に技術者を派遣し、機器、装置の点検を行い、必要に応じて給油、調整、清掃を

行います。  

（２） 点検、給油、調整、清掃の対象個所、機器名、及び内容については別紙のとおりです。  

（３） 点検の都度｢作業報告書｣を提出します。  

２ 修理又は取り替え  

機器の磨耗、劣化を予測し、機能維持を図るため、機器の構成部品の修理又は部品の取替が必

要な場合は報告致します。  

３ 品質検査  

  定期的に昇降機等の総合的な機能を確認する検査を行います。  

４ 故障対応  

  故障時の緊急事態に備え適切な処置が行えるよう 24 時間専門技術者が待機しております。  

５ 法令に基づく検査の立会い  

  建築基準法［第 12 条］又は労働安全衛生法［第 41 条］による定期検査、性能検査の立会いを行

います。又、報告書等の手続きを代行して行います。  

６ 維持管理の情報サービス  

  安全確保、正しい利用法、関係諸法規改正の連絡等の情報サービスを行います。  

７ 作業中の運転休止  

  点検作業中は昇降機等の運転を休止することがあります。  

８ 仕様書の適用  

  本仕様書は法令に定める竣工検査後 20年間に行う作業計画をもとに作成しています。  

  

以上  

           （日本エレベータ協会標準）  

  

  



貝塚市立西小学校昇降機保守業務仕様書  

  

  

１ 業務目的 「建築基準法」及びこれに基づく地方条例並びに「昇降機の適切な維持管理に関する指針   

（平成 28 年２月 19 日国土交通省公表）」により計画的に技術者又は管理技術者を派

遣しエレベーターの正常かつ良好な運転状況を保つことを目的とする。  

  

２ 業務概要  

（１）型式及び概要  

   型 式  

積載荷重 

(㎏)  
定員  

(人)  

停止箇

所  
付 加 仕 様  

WP-11-2CO-45-3T  750  11  3 箇所  地震管制、リスタート運転 

火災管制、停電時自動着床装置 

ボニック、トリプルドアセンサ 

乗場液晶インジケータ、車椅子仕様 

冠水管制、遮煙ドア、地震時仮復旧 

戸開走行保護装置 

 

（２）定期点検は毎月定期的（１回／月）に行うこと。  

   本点検は、昇降路・機械室・乗場等、かご及び機器装置等昇降機設備の一切とする。  

   （乗用）  消耗部品付（ＰＯＧ）点検  

（３）異常監視  

①対象設備について、次の異常が発生した時は、遠隔点検装置からの異常通報に基づき、適切 

な処置を取る。  

        （ア）閉じ込め故障（イ）使用不能故障（運行に支障がある状態）（ウ）着床不良  

        （エ）戸開閉不良 （オ）制御盤停電 （カ）遠隔点検装置停電  

        （キ）制御関連機器温度異常  

         尚、ビル停電等により（オ）、（カ）が同時に発生した場合は通報なし。但し、（ア）「閉じ

込め故障」が発生した場合は通報あり。  

②対象設備について次の故障が発生した場合は、かご内通話装置により、同かご内の乗客と請

負会社緊急コ－ルセンタ－受信専門員が直接通話し、必要な指示・連絡等にあたる。  

 （ア）閉じ込め故障（イ）使用不能故障（運行に支障がある状態） 

     ③技術員が出動に備え 24 時間体制をとり、24 時間体制でエレベーターの運行状態確認、監視

を行い、異常を受信した際には技術員を派遣し、適切な処置を行う。 

④異常報告が発せられた場合の処置の結果について、「作業報告書」又は「故障修理報告書」

を提出する。  

      

 



３ 点検仕様  

（１）共通仕様  

     本仕様書に記載されていない事項は、国土交通省大臣官房官庁営繕部監修の建築保全業務共通仕様 

書（平成 30 年版）による。  

     定期的に点検を行い、運転状況における性能を総合的に判断し異常や不具合を発見したときは直ち 

に適切な処置をとるものとする。  

（２）消耗品、付属品等  

     保守に用いる次の消耗品、付属品等は、受注者の負担とする。  

     ①点検・品質管理・故障の処置に必要な部品のうち消耗部品（主電動機用カーボン刷子、扉開閉用

電動機カーボン刷子、プラグインリレー、かご内照明用蛍光灯）を供給すること。  

     ②ランプ類、ヒュ－ズ類、補充用油脂類、ウエス等  

（３）品質管理  

    年１回、定期に昇降機検査資格者等によりエレベーターの総合的な機能を確認する検査を行い、そ

の結果について「定期検査報告書」を作成し報告するものとする。  

   （建築基準法第１２条に基づく点検を行い、報告書を提出すること。）  

（４）軽微な事項に対する費用負担  

     本仕様書に記載されていない事柄であっても、保守点検上、施設管理担当者が当然必要と認める軽  

微な事柄については、その材料及び作業に要する一切の費用を受注者が負担する。  

（５）災害・緊急時の対応  

     災害・緊急時の対応として、不意の故障や事故に備え、専門技術者による２４時間出動体制を組 

み、連絡があれば、ただちに出動し６０分以内に対応する。また、契約者から連絡を受けた後、２４

時間以内に故障を復旧する。  

（６）報告書の様式  

     昇降機の検査標準（ＪＩＳＡ４３０２）に記載されているエレベ－タ－定期検査成績書並びにエレ   

ベ－タ－点検表を様式として使用するものとする。  

（７）報告書等の提出  

     昇降機の検査標準（ＪＩＳＡ４３０２）に記載されているエレベ－タ－定期検査成績書並びにエレ   

ベ－タ－点検表に毎回点検毎に点検結果を記入し、速やかに提出すること。提出書類及び部数は下記

のとおりとする。  

  ・エレベ－タ－定期検査成績書 （ＪＩＳＡ４３０２）    １部  

   ・エレベ－タ－点検表（ＪＩＳＡ４３０２）           １部  











貝塚市立南小学校昇降機保守業務仕様書 

昇降機等（エレベータ、エスカレータ、動く歩道、自動扉、バイコレーター等）の正常かつ良好

な運転状態を保つため計画的に技術者又は監督技術者を派遣し、下記事項を行います。 

 

記 

１ 点検 

（１）定期的に技術者を派遣し、機器、装置の点検を行い、必要に応じて給油、調整、清掃を

行います。 

（２）点検、給油、調整、清掃の対象個所、機器名、及び内容については別紙のとおりです。 

（３）点検の都度｢作業報告書｣を提出します。 

２ 修理又は取り替え 

機器の磨耗、劣化を予測し、機能維持を図るため、機器の構成部品の修理又は部品の取替が必

要な場合は報告致します。 

３ 品質検査 

  定期的に昇降機等の総合的な機能を確認する検査を行います。 

４ 故障対応 

  故障時の緊急事態に備え適切な処置が行えるよう 24 時間専門技術者が待機しております。 

５ 法令に基づく検査の立会い 

  建築基準法［第 12条］又は労働安全衛生法［第 41 条］による定期検査、性能検査の立会いを 

行います。又、報告書等の手続きを代行して行います。 

６ 維持管理の情報サービス 

  安全確保、正しい利用法、関係諸法規改正の連絡等の情報サービスを行います。 

７ 作業中の運転休止 

  点検作業中は昇降機等の運転を休止することがあります。 

８ 仕様書の適用 

  本仕様書は法令に定める竣工検査後 20 年間に行う作業計画をもとに作成しています。 

 

以上 

          （日本エレベータ協会標準） 

 

 



貝塚市立南小学校昇降機保守業務仕様書 

 

 

１ 業務目的 「建築基準法」及びこれに基づく地方条例並びに「昇降機の適切な維持管理に関する指針  

（平成 28 年２月 19 日国土交通省公表）」により計画的に技術者又は管理技術者を     

派遣しエレベーターの正常かつ良好な運転状況を保つことを目的とする。 

 

２ 業務概要 

 （１）型式及び概要 

   インバ－タ式交流中速（乗用）昇降機 

型 式 

積載 

荷重 

(㎏) 

定員 

(人) 

停止 

箇所 
付 加 仕 様 

MLB P11-CO-60-QF 乗用 750 11 3 箇所 停電時自動着床装置 

火災時管制運転装置 

地震時管制運転装置、機械監視装置 

車椅子仕様・音声合成装置 

（２）製造者及び設置年度 

  日本エレベ－ター製造株式会社 

（乗用）  １台 （平成 17年２月設置） 

（３）定期点検は毎月定期的（１回／月）に行うこと。 

  本点検は、昇降路・機械室・乗場等、かご及び機器装置等昇降機設備の一切とする。 

  （乗用）  消耗部品付（ＰＯＧ）点検 

（４）異常監視 

  ① 対象設備について、次の異常が発生した時は、遠隔点検装置からの異常通報に基づき、適切な処    

置を取る。 

    （ア）閉じ込め故障（イ）使用不能故障（運行に支障がある状態）（ウ）着床不良 

    （エ）戸開閉不良 （オ）制御盤停電 （カ）遠隔点検装置停電 

    （キ）制御関連機器温度異常 

    尚、ビル停電等により（オ）、（カ）が同時に発生した場合は通報なし。但し、（ア）「閉じ込め故

障」が発生した場合は通報あり。 

  ② 対象設備について次の故障が発生した場合は、かご内通話装置により、同かご内の乗客と請負会    

社緊急コ－ルセンタ－受信専門員が直接通話し、必要な指示・連絡等にあたる。 

 （ア）閉じ込め故障（イ）使用不能故障（運行に支障がある状態） 

  ③ 異常報告が発せられた場合の処置の結果について、「作業報告書」又は「故障修理報告書」を提出

する。 

     

３ 点検仕様 

（１）共通仕様 

   本仕様書に記載されていない事項は、国土交通省大臣官房官庁営繕部監修の建築保全業務共通仕様



書（平成 30 年版）による。 

   定期的に点検を行い、運転状況における性能を総合的に判断し異常や不具合を発見したときは直ち

に適切な処置をとるものとする。 

（２）消耗品、付属品等 

   保守に用いる次の消耗品、付属品等は、受注者の負担とする。 

   ①点検・品質管理・故障の処置に必要な部品のうち消耗部品（主電動機用カーボン刷子、扉開閉用

電動機カーボン刷子、プラグインリレー、かご内照明用蛍光灯）を供給すること。 

   ②ランプ類、ヒュ－ズ類、補充用油脂類、ウエス等 

（３）品質管理 

   年１回、定期に昇降機検査資格者等によりエレベーターの総合的な機能を確認する検査を行い、そ

の結果について「定期検査報告書」を作成し報告するものとする。 

  （建築基準法第１２条に基づく点検を行い、報告書を提出すること。） 

（４）軽微な事項に対する費用負担 

   本仕様書に記載されていない事柄であっても、保守点検上、施設管理担当者が当然必要と認める軽  

微な事柄については、その材料及び作業に要する一切の費用を受注者が負担する。 

（５）災害・緊急時の対応 

   災害・緊急時の対応として、不意の故障や事故に備え、専門技術者による２４時間出動体制を組み、  

連絡があれば、ただちに出動し６０分以内に対応する。また、契約者から連絡を受けた後、２４時間

以内に故障を復旧する。 

（６）報告書の様式 

   昇降機の検査標準（ＪＩＳＡ４３０２）に記載されているエレベ－タ－定期検査成績書並びにエレ  

ベ－タ－点検表を様式として使用するものとする。 

（７）報告書等の提出 

   昇降機の検査標準（ＪＩＳＡ４３０２）に記載されているエレベ－タ－定期検査成績書並びにエレ  

ベ－タ－点検表に毎回点検毎に点検結果を記入し、速やかに提出すること。提出書類及び部数は下記

のとおりとする。 

  ・エレベ－タ－定期検査成績書 （ＪＩＳＡ４３０２）    １部 

  ・エレベ－タ－点検表（ＪＩＳＡ４３０２）         １部 

５ 設備仕様 

   本点検にかかるエレベーターの仕様は下記のとおりである。 

   インバ－タ式交流中速（乗用）昇降機 

    形式      ＭＬＢ Ｐ１１－ＣＯ－６０－ＱＦ 

    用途      乗用・車椅子兼用 

    定格積載質量  750 ㎏（定員 11名） 

定格速度    60m/min 

電動機容量   4.6Kw 

制御方式    交流可変電圧可変周波数制御方式 

運転操作方式  コレクチブコントロ－ル 

かご内寸法   Ｗ1400mm×Ｄ1350mm×Ｈ2100 

出入口寸法   Ｗ800mm×Ｈ2100mm（２枚戸中央開） 



昇降行程    ８ｍ３００ 

電源      動力用 ３相交流 200V  60Hz 

停止階     １階から３階（３箇所） 

ロ－プ     Φ10×４本 ２：１ 

連絡装置    同時通話式インタ－ホン 

戸開閉方式   電動式２枚戸 

    一般付加仕様  地震時管制運転装置・機械監視装置 

            火災時管制運転装置・停電時自動着床装置 

    福祉型付加仕様 車椅子仕様 

            音声合成装置  

















貝塚市立東山小学校昇降機保守業務仕様書  

昇降機等（エレベータ、エスカレータ、動く歩道、自動扉、バイコレーター等）の正常かつ良好 

な運転状態を保つため計画的に技術者又は監督技術者を派遣し、下記事項を行います。  

  

記  

１ 点検  

（１） 定期的に技術者を派遣し、機器、装置の点検を行い、必要に応じて給油、調整、清掃を

行います。  

（２） 点検、給油、調整、清掃の対象個所、機器名、及び内容については別紙のとおりです。  

（３） 点検の都度｢作業報告書｣を提出します。  

２ 修理又は取り替え  

機器の磨耗、劣化を予測し、機能維持を図るため、機器の構成部品の修理又は部品の取替が必

要な場合は報告致します。  

３ 品質検査  

  定期的に昇降機等の総合的な機能を確認する検査を行います。  

４ 故障対応  

  故障時の緊急事態に備え適切な処置が行えるよう 24 時間専門技術者が待機しております。  

５ 法令に基づく検査の立会い  

  建築基準法［第 12 条］又は労働安全衛生法［第 41 条］による定期検査、性能検査の立会いを行

います。又、報告書等の手続きを代行して行います。  

６ 維持管理の情報サービス  

  安全確保、正しい利用法、関係諸法規改正の連絡等の情報サービスを行います。  

７ 作業中の運転休止  

  点検作業中は昇降機等の運転を休止することがあります。  

８ 仕様書の適用  

  本仕様書は法令に定める竣工検査後 20年間に行う作業計画をもとに作成しています。  

  

以上  

           （日本エレベータ協会標準）  

  

  



貝塚市立東山小学校昇降機保守業務仕様書  

  

  

１ 業務目的 「建築基準法」及びこれに基づく地方条例並びに「昇降機の適切な維持管理に関する指針   

（平成 28 年２月 19 日国土交通省公表）」により計画的に技術者又は管理技術者を派

遣しエレベーターの正常かつ良好な運転状況を保つことを目的とする。  

  

２ 業務概要  

（１）型式及び概要  

   型 式  

積載荷重 

(㎏)  
定員  

(人)  

停止箇

所  
付 加 仕 様  

WP-13-2CO-45-2T 900 

 

13 

 

3 箇所  地震管制、リスタート運転 

火災管制、停電時自動着床装置 

ボニック、トリプルドアセンサ 

車椅子仕様、冠水管制 

地震時仮復旧、戸開走行保護装置 

 

（２）定期点検は毎月定期的（１回／月）に行うこと。  

   本点検は、昇降路・機械室・乗場等、かご及び機器装置等昇降機設備の一切とする。  

   （乗用）  消耗部品付（ＰＯＧ）点検  

（３）異常監視  

①対象設備について、次の異常が発生した時は、遠隔点検装置からの異常通報に基づき、適切 

な処置を取る。  

        （ア）閉じ込め故障（イ）使用不能故障（運行に支障がある状態）（ウ）着床不良  

        （エ）戸開閉不良 （オ）制御盤停電 （カ）遠隔点検装置停電  

        （キ）制御関連機器温度異常  

         尚、ビル停電等により（オ）、（カ）が同時に発生した場合は通報なし。但し、（ア）「閉じ

込め故障」が発生した場合は通報あり。  

②対象設備について次の故障が発生した場合は、かご内通話装置により、同かご内の乗客と請

負会社緊急コ－ルセンタ－受信専門員が直接通話し、必要な指示・連絡等にあたる。  

 （ア）閉じ込め故障（イ）使用不能故障（運行に支障がある状態） 

     ③技術員が出動に備え 24 時間体制をとり、24 時間体制でエレベーターの運行状態確認、監視

を行い、異常を受信した際には技術員を派遣し、適切な処置を行う。 

④異常報告が発せられた場合の処置の結果について、「作業報告書」又は「故障修理報告書」

を提出する。  

      

 

 



３ 点検仕様  

（１）共通仕様  

     本仕様書に記載されていない事項は、国土交通省大臣官房官庁営繕部監修の建築保全業務共通仕様 

書（平成 30 年版）による。  

     定期的に点検を行い、運転状況における性能を総合的に判断し異常や不具合を発見したときは直ち 

に適切な処置をとるものとする。  

（２）消耗品、付属品等  

     保守に用いる次の消耗品、付属品等は、受注者の負担とする。  

     ①点検・品質管理・故障の処置に必要な部品のうち消耗部品（主電動機用カーボン刷子、扉開閉用

電動機カーボン刷子、プラグインリレー、かご内照明用蛍光灯）を供給すること。  

     ②ランプ類、ヒュ－ズ類、補充用油脂類、ウエス等  

（３）品質管理  

    年１回、定期に昇降機検査資格者等によりエレベーターの総合的な機能を確認する検査を行い、そ

の結果について「定期検査報告書」を作成し報告するものとする。  

   （建築基準法第１２条に基づく点検を行い、報告書を提出すること。）  

（４）軽微な事項に対する費用負担  

     本仕様書に記載されていない事柄であっても、保守点検上、施設管理担当者が当然必要と認める軽  

微な事柄については、その材料及び作業に要する一切の費用を受注者が負担する。  

（５）災害・緊急時の対応  

     災害・緊急時の対応として、不意の故障や事故に備え、専門技術者による２４時間出動体制を組 

み、連絡があれば、ただちに出動し６０分以内に対応する。また、契約者から連絡を受けた後、２４

時間以内に故障を復旧する。  

（６）報告書の様式  

     昇降機の検査標準（ＪＩＳＡ４３０２）に記載されているエレベ－タ－定期検査成績書並びにエレ   

ベ－タ－点検表を様式として使用するものとする。  

（７）報告書等の提出  

     昇降機の検査標準（ＪＩＳＡ４３０２）に記載されているエレベ－タ－定期検査成績書並びにエレ   

ベ－タ－点検表に毎回点検毎に点検結果を記入し、速やかに提出すること。提出書類及び部数は下記

のとおりとする。  

  ・エレベ－タ－定期検査成績書 （ＪＩＳＡ４３０２）    １部  

   ・エレベ－タ－点検表（ＪＩＳＡ４３０２）           １部  











別紙｢貝塚市中学校５施設｣ 

 

貝塚市中学校５施設 

施設維持管理業務仕様書 

 

対象施設 

①第一中学校 貝塚市加神１－５－１ 

②第二中学校 貝塚市福田１００ 

③第三中学校 貝塚市東山７－４－１ 

④第四中学校 貝塚市橋本１３８５ 

⑤第五中学校 貝塚市二色２－３－１ 

 

１．消防用設備点検 

業務仕様 

消防法（昭和23年法律第186号）第17条の３の３に基づき、点検及び報告を行う。 

点検の期間は、機器点検は６月に１回、総合点検は１年に１回とする(消防法施行規

則の規定に基づき、消防用設備等又は特殊消防用設備等の種類及び点検内容に応じて

行う点検の期間、点検の方法並びに点検の結果についての報告書の様式を定める件

（平成16年消防庁告示第９号）)。 

点検の基準については、消防庁長官告示（昭和50年消防庁告示第14号）に示されて

いるとおりとする。 

点検日程の調整は、原則として点検の１か月前までに行う。 

点検時に発見した不良、異常、改善箇所等については、報告書に写真を添付のう

え、説明を行うこと。 

    契約期間中に、災害・事故又はその他の原因により消防用設備等に突発的な動作不

良が生じた場合は、昼夜を問わず、直ちに点検・調査及び試験をその都度行い、必要

に応じて応急措置を行ったうえ、修理方法の提案を委託者に行うこと。また、その都

度、調査日時や結果等を記載した「緊急時作業報告書」を提出すること。 

※消火栓ホースの耐圧試験費は別途見積り 

※連結送水管耐圧試験費は別途見積り 

※消防設備不良箇所等の改修工事については別途見積り 

 

２．電気設備保守点検 

電気設備の技術基準を維持する。 

対象設備 

①第一中学校 受電容量 ２５０ＫＶＡ 

②第二中学校 受電容量 ２００ＫＶＡ 

③第三中学校 受電容量 １２５ＫＶＡ 

④第四中学校 受電容量 ２５０ＫＶＡ 

⑤第五中学校 受電容量 １２５ＫＶＡ 

 



業務内容 

①月次点検・・・年６回（隔月） 

・電気工作物運転中の電気設備個々の機器本体及び配線などについて、温度測定・ 

目視・触手等を原則とした五感による外観点検を行う。 

なお、漏電監視装置を設置し、点検の無い月においても、常時監視センターにて漏 

電の有無の状況監視を行う。 

②年次点検・・・保安規程に基づく周期 

・電力会社と自家用電気工作物との責任分界となる開閉器を開放して電気設備を停 

止し、目視による外観点検と、触手などの五感による観察点検及び測定器具を用 

いての絶縁抵抗試験、接地抵抗試験、その他の機能試験を実施する。 

③臨時点検・・・随時 

・事故発生時の指導、事故原因調査の協力、再発防止処置の指導、電気関係報告規則 

に基づく電気事故報告書の作成指導及び手続指導。 

・事故及び異常発生時の点検対応 

・季節的条件に対処するための点検（梅雨期、雷の多発期、台風期） 

④受変電機器周辺清掃・・・年次点検実施時 

⑤工事に伴う点検・申請手続き等（別途費用） 

 

３．防火設備定期点検・・・年１回 

建築基準法第12条の防火設備定期検査及び報告 

防火設備定期検査の基準、期間及び結果報告は建築基準法に基づき実施する。 

点検日程の調整は、原則として点検の１か月前までに行う。 

報告書は、原則として点検後１か月以内に提出する。 

点検時に発見した不良、異常、改善箇所等については、報告書に写真を添付のうえ、

説明を行うこと。 

契約期間中に、災害・事故又はその他の原因により防火設備に突発的な動作不良が生

じた場合は、昼夜を問わず、直ちに点検・調査及び試験をその都度行い、必要に応じて

応急措置を行ったうえ、修理方法の提案を委託者に行うこと。また、その都度、調査日

時や結果等を記載した「緊急時作業報告書」を提出すること。 

対象設備 

① 防火扉 

② 防火シャッター 

③ 耐火クロススクリーン 

④ドレンチャー 

 

 

以上 



別紙｢合同センター｣ 

 

合同センター 

施設維持管理業務仕様書 

 

１．消防用設備点検 

消防法（昭和23年法律第186号）第17条の３の３に基づき、点検及び報告を行う。 

点検の期間は、機器点検は６月に１回、総合点検は１年に１回とする(消防法施行規

則の規定に基づき、消防用設備等又は特殊消防用設備等の種類及び点検内容に応じて

行う点検の期間、点検の方法並びに点検の結果についての報告書の様式を定める件

（平成16年消防庁告示第９号）)。 

点検の基準については、消防庁長官告示（昭和50年消防庁告示第14号）に示されて

いるとおりとする。 

点検日程の調整は、原則として点検の１か月前までに行う。 

点検時に発見した不良、異常、改善箇所等については、報告書に写真を添付のう

え、説明を行うこと。 

    契約期間中に、災害・事故又はその他の原因により消防用設備等に突発的な動作不

良が生じた場合は、昼夜を問わず、直ちに点検・調査及び試験をその都度行い、必要

に応じて応急措置を行ったうえ、修理方法の提案を委託者に行うこと。また、その都

度、調査日時や結果等を記載した「緊急時作業報告書」を提出すること。 

※消火栓ホースの耐圧試験費は別途見積り 

※連結送水管耐圧試験費は別途見積り 

※消防設備不良箇所等の改修工事については別途見積り 

 

以上 



別紙｢二色センター｣ 

 

二色センター 

施設維持管理業務仕様書 

 

１．消防用設備点検 

業務仕様 

消防法（昭和23年法律第186号）第17条の３の３に基づき、点検及び報告を行う。 

点検の期間は、機器点検は６月に１回、総合点検は１年に１回とする(消防法施行規

則の規定に基づき、消防用設備等又は特殊消防用設備等の種類及び点検内容に応じて

行う点検の期間、点検の方法並びに点検の結果についての報告書の様式を定める件

（平成16年消防庁告示第９号）)。 

点検の基準については、消防庁長官告示（昭和50年消防庁告示第14号）に示されて

いるとおりとする。 

点検日程の調整は、原則として点検の１か月前までに行う。 

点検時に発見した不良、異常、改善箇所等については、報告書に写真を添付のう

え、説明を行うこと。 

    契約期間中に、災害・事故又はその他の原因により消防用設備等に突発的な動作不

良が生じた場合は、昼夜を問わず、直ちに点検・調査及び試験をその都度行い、必要

に応じて応急措置を行ったうえ、修理方法の提案を委託者に行うこと。また、その都

度、調査日時や結果等を記載した「緊急時作業報告書」を提出すること。 

※消火栓ホースの耐圧試験費は別途見積り 

※連結送水管耐圧試験費は別途見積り 

※消防設備不良箇所等の改修工事については別途見積り 

 

以上 



別紙｢貝塚市幼稚園３施設｣ 

 

貝塚市幼稚園３施設 

施設維持管理業務仕様書 

 

対象施設 

①北幼稚園 貝塚市中１５２９－１ 

②西幼稚園 貝塚市脇浜２－１８－１ 

③旧木島西幼稚園 貝塚市三ツ松１０２５－１ 

 

１．消防用設備点検 

業務仕様 

消防法（昭和23年法律第186号）第17条の３の３に基づき、点検及び報告を行う。 

点検の期間は、機器点検は６月に１回、総合点検は１年に１回とする(消防法施行規

則の規定に基づき、消防用設備等又は特殊消防用設備等の種類及び点検内容に応じて

行う点検の期間、点検の方法並びに点検の結果についての報告書の様式を定める件

（平成16年消防庁告示第９号）)。 

点検の基準については、消防庁長官告示（昭和50年消防庁告示第14号）に示されて

いるとおりとする。 

点検日程の調整は、原則として点検の１か月前までに行う。 

点検時に発見した不良、異常、改善箇所等については、報告書に写真を添付のう

え、説明を行うこと。 

    契約期間中に、災害・事故又はその他の原因により消防用設備等に突発的な動作不

良が生じた場合は、昼夜を問わず、直ちに点検・調査及び試験をその都度行い、必要

に応じて応急措置を行ったうえ、修理方法の提案を委託者に行うこと。また、その都

度、調査日時や結果等を記載した「緊急時作業報告書」を提出すること。 

※消火栓ホースの耐圧試験費は別途見積り 

※連結送水管耐圧試験費は別途見積り 

※消防設備不良箇所等の改修工事については別途見積り 

 

以上 



別紙｢衛生事業所｣ 

 

衛生事業所 

施設維持管理業務仕様書 

 

１．消防用設備点検 

業務仕様 

消防法（昭和23年法律第186号）第17条の３の３に基づき、点検及び報告を行う。 

点検の期間は、機器点検は６月に１回、総合点検は１年に１回とする(消防法施行規

則の規定に基づき、消防用設備等又は特殊消防用設備等の種類及び点検内容に応じて

行う点検の期間、点検の方法並びに点検の結果についての報告書の様式を定める件

（平成16年消防庁告示第９号）)。 

点検の基準については、消防庁長官告示（昭和50年消防庁告示第14号）に示されて

いるとおりとする。 

点検日程の調整は、原則として点検の１か月前までに行う。 

点検時に発見した不良、異常、改善箇所等については、報告書に写真を添付のう

え、説明を行うこと。 

    契約期間中に、災害・事故又はその他の原因により消防用設備等に突発的な動作不

良が生じた場合は、昼夜を問わず、直ちに点検・調査及び試験をその都度行い、必要

に応じて応急措置を行ったうえ、修理方法の提案を委託者に行うこと。また、その都

度、調査日時や結果等を記載した「緊急時作業報告書」を提出すること。 

※消火栓ホースの耐圧試験費は別途見積り 

※連結送水管耐圧試験費は別途見積り 

※消防設備不良箇所等の改修工事については別途見積り 

 

以上 



別紙｢津田浄水場｣ 

 

津田浄水場 

施設維持管理業務仕様書 

 

１．消防用設備点検 

業務仕様 

消防法（昭和23年法律第186号）第17条の３の３に基づき、点検及び報告を行う。 

点検の期間は、機器点検は６月に１回、総合点検は１年に１回とする(消防法施行規

則の規定に基づき、消防用設備等又は特殊消防用設備等の種類及び点検内容に応じて

行う点検の期間、点検の方法並びに点検の結果についての報告書の様式を定める件

（平成16年消防庁告示第９号）)。 

点検の基準については、消防庁長官告示（昭和50年消防庁告示第14号）に示されて

いるとおりとする。 

点検日程の調整は、原則として点検の１か月前までに行う。 

点検時に発見した不良、異常、改善箇所等については、報告書に写真を添付のう

え、説明を行うこと。 

    契約期間中に、災害・事故又はその他の原因により消防用設備等に突発的な動作不

良が生じた場合は、昼夜を問わず、直ちに点検・調査及び試験をその都度行い、必要

に応じて応急措置を行ったうえ、修理方法の提案を委託者に行うこと。また、その都

度、調査日時や結果等を記載した「緊急時作業報告書」を提出すること。 

※消火栓ホースの耐圧試験費は別途見積り 

※連結送水管耐圧試験費は別途見積り 

※消防設備不良箇所等の改修工事については別途見積り 

 

以上 



別紙｢三ツ松受水場｣ 

 

三ツ松受水場 

施設維持管理業務仕様書 

 

１．消防用設備点検 

業務仕様 

消防法（昭和23年法律第186号）第17条の３の３に基づき、点検及び報告を行う。 

点検の期間は、機器点検は６月に１回、総合点検は１年に１回とする(消防法施行規

則の規定に基づき、消防用設備等又は特殊消防用設備等の種類及び点検内容に応じて

行う点検の期間、点検の方法並びに点検の結果についての報告書の様式を定める件

（平成16年消防庁告示第９号）)。 

点検の基準については、消防庁長官告示（昭和50年消防庁告示第14号）に示されて

いるとおりとする。 

点検日程の調整は、原則として点検の１か月前までに行う。 

点検時に発見した不良、異常、改善箇所等については、報告書に写真を添付のう

え、説明を行うこと。 

    契約期間中に、災害・事故又はその他の原因により消防用設備等に突発的な動作不

良が生じた場合は、昼夜を問わず、直ちに点検・調査及び試験をその都度行い、必要

に応じて応急措置を行ったうえ、修理方法の提案を委託者に行うこと。また、その都

度、調査日時や結果等を記載した「緊急時作業報告書」を提出すること。 

※消火栓ホースの耐圧試験費は別途見積り 

※連結送水管耐圧試験費は別途見積り 

※消防設備不良箇所等の改修工事については別途見積り 

 

以上 



別紙｢三ケ山配水場｣ 

 

三ケ山配水場 

施設維持管理業務仕様書 

 

１．消防用設備点検 

業務仕様 

消防法（昭和23年法律第186号）第17条の３の３に基づき、点検及び報告を行う。 

点検の期間は、機器点検は６月に１回、総合点検は１年に１回とする(消防法施行規

則の規定に基づき、消防用設備等又は特殊消防用設備等の種類及び点検内容に応じて

行う点検の期間、点検の方法並びに点検の結果についての報告書の様式を定める件

（平成16年消防庁告示第９号）)。 

点検の基準については、消防庁長官告示（昭和50年消防庁告示第14号）に示されて

いるとおりとする。 

点検日程の調整は、原則として点検の１か月前までに行う。 

点検時に発見した不良、異常、改善箇所等については、報告書に写真を添付のう

え、説明を行うこと。 

    契約期間中に、災害・事故又はその他の原因により消防用設備等に突発的な動作不

良が生じた場合は、昼夜を問わず、直ちに点検・調査及び試験をその都度行い、必要

に応じて応急措置を行ったうえ、修理方法の提案を委託者に行うこと。また、その都

度、調査日時や結果等を記載した「緊急時作業報告書」を提出すること。 

※消火栓ホースの耐圧試験費は別途見積り 

※連結送水管耐圧試験費は別途見積り 

※消防設備不良箇所等の改修工事については別途見積り 

 

以上 



別紙｢東山配水場｣ 

 

東山配水場 

施設維持管理業務仕様書 

 

１．消防用設備点検 

業務仕様 

消防法（昭和23年法律第186号）第17条の３の３に基づき、点検及び報告を行う。 

点検の期間は、機器点検は６月に１回、総合点検は１年に１回とする(消防法施行規

則の規定に基づき、消防用設備等又は特殊消防用設備等の種類及び点検内容に応じて

行う点検の期間、点検の方法並びに点検の結果についての報告書の様式を定める件

（平成16年消防庁告示第９号）)。 

点検の基準については、消防庁長官告示（昭和50年消防庁告示第14号）に示されて

いるとおりとする。 

点検日程の調整は、原則として点検の１か月前までに行う。 

点検時に発見した不良、異常、改善箇所等については、報告書に写真を添付のう

え、説明を行うこと。 

    契約期間中に、災害・事故又はその他の原因により消防用設備等に突発的な動作不

良が生じた場合は、昼夜を問わず、直ちに点検・調査及び試験をその都度行い、必要

に応じて応急措置を行ったうえ、修理方法の提案を委託者に行うこと。また、その都

度、調査日時や結果等を記載した「緊急時作業報告書」を提出すること。 

※消火栓ホースの耐圧試験費は別途見積り 

※連結送水管耐圧試験費は別途見積り 

※消防設備不良箇所等の改修工事については別途見積り 

 

以上 



別紙｢木積中継ポンプ場｣ 

 

木積中継ポンプ場 

施設維持管理業務仕様書 

 

１．消防用設備点検 

業務仕様 

消防法（昭和23年法律第186号）第17条の３の３に基づき、点検及び報告を行う。 

点検の期間は、機器点検は６月に１回、総合点検は１年に１回とする(消防法施行規

則の規定に基づき、消防用設備等又は特殊消防用設備等の種類及び点検内容に応じて

行う点検の期間、点検の方法並びに点検の結果についての報告書の様式を定める件

（平成16年消防庁告示第９号）)。 

点検の基準については、消防庁長官告示（昭和50年消防庁告示第14号）に示されて

いるとおりとする。 

点検日程の調整は、原則として点検の１か月前までに行う。 

点検時に発見した不良、異常、改善箇所等については、報告書に写真を添付のう

え、説明を行うこと。 

    契約期間中に、災害・事故又はその他の原因により消防用設備等に突発的な動作不

良が生じた場合は、昼夜を問わず、直ちに点検・調査及び試験をその都度行い、必要

に応じて応急措置を行ったうえ、修理方法の提案を委託者に行うこと。また、その都

度、調査日時や結果等を記載した「緊急時作業報告書」を提出すること。 

※消火栓ホースの耐圧試験費は別途見積り 

※連結送水管耐圧試験費は別途見積り 

※消防設備不良箇所等の改修工事については別途見積り 

 

以上 



別紙｢蕎原中継ポンプ場｣ 

 

蕎原中継ポンプ場 

施設維持管理業務仕様書 

 

１．消防用設備点検 

業務仕様 

消防法（昭和23年法律第186号）第17条の３の３に基づき、点検及び報告を行う。 

点検の期間は、機器点検は６月に１回、総合点検は１年に１回とする(消防法施行規

則の規定に基づき、消防用設備等又は特殊消防用設備等の種類及び点検内容に応じて

行う点検の期間、点検の方法並びに点検の結果についての報告書の様式を定める件

（平成16年消防庁告示第９号）)。 

点検の基準については、消防庁長官告示（昭和50年消防庁告示第14号）に示されて

いるとおりとする。 

点検日程の調整は、原則として点検の１か月前までに行う。 

点検時に発見した不良、異常、改善箇所等については、報告書に写真を添付のう

え、説明を行うこと。 

    契約期間中に、災害・事故又はその他の原因により消防用設備等に突発的な動作不

良が生じた場合は、昼夜を問わず、直ちに点検・調査及び試験をその都度行い、必要

に応じて応急措置を行ったうえ、修理方法の提案を委託者に行うこと。また、その都

度、調査日時や結果等を記載した「緊急時作業報告書」を提出すること。 

※消火栓ホースの耐圧試験費は別途見積り 

※連結送水管耐圧試験費は別途見積り 

※消防設備不良箇所等の改修工事については別途見積り 

 

以上 



別紙｢津田雨水ポンプ場｣ 

 

津田雨水ポンプ場 

施設維持管理業務仕様書 

 

１．消防用設備点検 

業務仕様 

消防法（昭和23年法律第186号）第17条の３の３に基づき、点検及び報告を行う。 

点検の期間は、機器点検は６月に１回、総合点検は１年に１回とする(消防法施行規

則の規定に基づき、消防用設備等又は特殊消防用設備等の種類及び点検内容に応じて

行う点検の期間、点検の方法並びに点検の結果についての報告書の様式を定める件

（平成16年消防庁告示第９号）)。 

点検の基準については、消防庁長官告示（昭和50年消防庁告示第14号）に示されて

いるとおりとする。 

点検日程の調整は、原則として点検の１か月前までに行う。 

点検時に発見した不良、異常、改善箇所等については、報告書に写真を添付のう

え、説明を行うこと。 

    契約期間中に、災害・事故又はその他の原因により消防用設備等に突発的な動作不

良が生じた場合は、昼夜を問わず、直ちに点検・調査及び試験をその都度行い、必要

に応じて応急措置を行ったうえ、修理方法の提案を委託者に行うこと。また、その都

度、調査日時や結果等を記載した「緊急時作業報告書」を提出すること。 

※消火栓ホースの耐圧試験費は別途見積り 

※連結送水管耐圧試験費は別途見積り 

※消防設備不良箇所等の改修工事については別途見積り 

 

以上 



別紙｢二色の浜雨水ポンプ場｣ 

 

二色の浜雨水ポンプ場 

施設維持管理業務仕様書 

 

１．消防用設備点検 

業務仕様 

消防法（昭和23年法律第186号）第17条の３の３に基づき、点検及び報告を行う。 

点検の期間は、機器点検は６月に１回、総合点検は１年に１回とする(消防法施行規

則の規定に基づき、消防用設備等又は特殊消防用設備等の種類及び点検内容に応じて

行う点検の期間、点検の方法並びに点検の結果についての報告書の様式を定める件

（平成16年消防庁告示第９号）)。 

点検の基準については、消防庁長官告示（昭和50年消防庁告示第14号）に示されて

いるとおりとする。 

点検日程の調整は、原則として点検の１か月前までに行う。 

点検時に発見した不良、異常、改善箇所等については、報告書に写真を添付のう

え、説明を行うこと。 

    契約期間中に、災害・事故又はその他の原因により消防用設備等に突発的な動作不

良が生じた場合は、昼夜を問わず、直ちに点検・調査及び試験をその都度行い、必要

に応じて応急措置を行ったうえ、修理方法の提案を委託者に行うこと。また、その都

度、調査日時や結果等を記載した「緊急時作業報告書」を提出すること。 

※消火栓ホースの耐圧試験費は別途見積り 

※連結送水管耐圧試験費は別途見積り 

※消防設備不良箇所等の改修工事については別途見積り 

 

以上 


